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研究成果の概要（和文）： 企業の利得が自社の利潤とライバルの利潤の双方に依存すると考える相対利潤最大化アプ
ローチに基づき、この目的関数のパラメーターと市場における競争度の関連を明らかにした。
　更にこのアプローチに基づき、市場の競争度とイノベーションの間にはＵ字型の関係があること、つまり競争が激し
い状況でもカルテル的な状況でもイノベーションは進むが、その間のケースでは停滞することを明らかにした。またこ
のアプローチを混合寡占に応用し、企業の競争度が低いほど最適な民営化度が上がることを明らかにした。またこのア
プローチを「多店舗展開パラドックス」に応用し、このアプローチによってこのパラドックスを解決できることを明ら
かにした。

研究成果の概要（英文）：We formulate a duopoly model in which firms care about relative profits as well 
as their own profits and investigate the relation between the degree of competitiveness and R&D 
expenditure. When the duopoly market is less competitive or much competitive, R&D activities are 
intensified. We also investigate the relationship between competition and privatization policies. We find 
that under quadratic production costs, which is popular in this field, the optimal degree of 
privatization is higher when the market competition is less tough, in contrast to the results in the 
literature. However, this result is reversed under constant marginal costs. Finally, we solve the 
multi-store paradox by introducing interdependent payoff between the firms. We show that firms set up 
multiple stores unless the degree of payoff interdependence is low. We also show that multiple 
equilibria, intertwined and neighboring location equilibria, exist if the degree of payoff 
interdependence is intermediate.

研究分野：産業組織
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１．研究開始当初の背景 
仮に対称的な複占市場(同じ費用関数を持
つ２企業が供給する市場)を考える。企業の目
的関数を自社の利潤 - α・ライバルの利潤
(αは-1以上 1以下の定数)と定式化する。つ
まり伝統的な利潤最大化仮説を拡張し、企業
が自社の利潤だけではなくライバルの利潤
も考える状況を考える。 
各企業が独立に同質財の生産量を決める
モデルを考える。もしα=0ならこれはいわゆ
るクルノーモデル(標準的な同時手番数量競
争寡占競争モデル)に対応する。α=-1 なら、
２企業の利潤の和を最大化することになる
ので独占（カルテル）のケースと同じになる。
α=1なら、対称均衡で価格＝限界費用となり、
完全競争と同じ状況になる。つまり、αを-1
から 1まで動かすことによって、独占(最も競
争の弱い状況)、クールノー(通常の寡占競争
モデル)、完全競争(最も競争の激しい状況)の
３つを特殊ケースとして含む一般的な競争
状態を一つのモデルで表現できるモデルと
なり、αという一つのパラメータで競争度を
表すことができる。 

 
従来市場の競争度を測る指標としては、企
業数や財の性質(需要の価格弾力性や差別化
の程度)を用いるのが標準的な手法であった。
しかし企業数や財の差別化の程度が変われ
ば、競争度以外の状況、例えば企業全体での
社会的な費用関数が変わり、競争度の変化が
経済厚生や企業戦略に与える影響だけを取
り出すことが不可能になる。従来の２つの発
想とは全く異なるこの革新的な相対利潤最
大化アプローチを採用し、その有用性を示す
ことは、産業組織の分野での、更には広く応
用ミクロ経済学の分野での、大きな革新とな
る可能性がある。 
 
２．研究の目的 
この、企業が必ずしも自社の利潤最大化を
しておらず、ライバル企業の利潤も考慮する
目的関数を考える相対利潤最大化アプロー
チの発想に基づき、市場の競争度と市場のパ
フォーマンスを分析し、このアプローチの有
用性を示すことが本研究の目的である。 
具体的には、下記の４つの問題に解答を与
えることを通じて、このアプローチの有用性
を示す。 
（１）市場が競争的であることが、継続的な
競争関係をモデル化した無限繰り返しゲー
ムの文脈では、逆にカルテルを助長する効果
が現れるのか否か。つまり目的関数における
相対利潤の重みを表すパラメータ(α)は無限
繰り返しゲームの文脈でも競争度の指標と
して有用なのか否か。 
（２）市場が競争的であるほどイノベーショ
ンが促進されるか、逆に競争がイノベーショ
ンを阻害するのか。 
（３）市場の競争度と最適な公企業民営化政
策はどのような関連にあるのか。 

（４）現実にしばしば見られる、チェーンス
トアが多店舗展開したり、メーカーが多数の
差別化された製品を供給したりといった現
象を、標準的な産業組織の理論では説明でき
ないとされる「多店舗展開パラドックス」と
呼ばれる問題を、相対利潤最大化アプローチ
を使って解決する。 
 
３．研究の方法 
研究目的であげた４つの問題それぞれに
関して一つ一つ取り組む。４つの問題それぞ
れで、結果の頑強性等を丁寧に確認しながら
研究を進める。 
また複数企業と競争する場合の相対利潤
をどう定式化するか、目的関数と経済厚生の
関係をどう定式化するか、更に（３）に関し
ては民営化された公企業の目的関数をどう
定式化するかといった、このアプローチの定
式化に関する問題も、それぞれの研究で明ら
かにしていく。 
これらの問題を考える際には、このアプロ
ーチを使わなければどんな結果になるのか
に関する深い洞察があって初めて、このアプ
ローチの有用性を示すことができる。そこで、
４つの問題に関連する、投資競争、立地競争、
参入退出、混合寡占などの問題に関する基礎
的な研究を並行して進める。 
 
４．研究成果 
（１）に関しては、繰り返しゲームのモデ
ルを分析し、結合利潤を最大化するカルテル
が維持可能な最小の割引因子を導出し、これ
と、カルテルのない状態での市場の競争度を
表すパラメータ(１で述べたα)の関係を調
べることで、カルテルの安定性に関して分析
した。この結果、αとカルテルの安定性の間
には単調な関係があり、競争が高まるほどカ
ルテルが不安定になることを、数量・価格競
争の両面で明らかにした。 
市場の競争が高まると、その競争を恐れて
むしろカルテルを結ぶ誘因が強くなり、継続
的な関係を前提とするとカルテルが安定化
されることがある。しかし、このアプローチ
を採用する限りこの問題は起きず、市場の競
争度を表すパラメータは、競争状況でも無限
繰り返しゲームを考えても妥当であること
を明らかにし、このアプローチの優位性を明
らかにした。 
 
（２）に関しては、市場の競争度とイノベ
ーションの間にはＵ字型の関係があること、
つまり競争が非常に激しい状況でもカルテ
ル的な状況でもイノベーションは進むが、そ
の間のケースではイノベーションが停滞す
る可能性があることを明らかにした。更に市
場における企業数が増加すると、競争度の増
加がイノベーションを刺激する領域が小さ
くなることも明らかにした。つまり既に多く
の企業が市場で活発に競争しているときに
は、ライバルの利潤を気にすることを通じて



更に競争が高まってイノベーションを刺激
する効果はないことを明らかにした。 
またこの結果は製品市場では競争するも
のの、研究開発段階では協調する共同研究開
発投資に関しては成り立たないこと、競争が
激しくなるほど投資が停滞することも明ら
かにした。 
 
（３）に関しては、この分野の標準的な仮
定である逓増型の限界費用関数を前提とす
ると、公企業の最適民営化の程度は市場の競
争度の減少関数となることが明らかになっ
た。 
この結果は、企業数を用いて市場の競争度
を測っていた従来の研究結果とは全く逆の
結果で、市場の競争度と最適民営化政策の関
係は、市場の競争が何によって規定されてい
るのかによって全く異なるという予想外の
結果をもたらし、このアプローチの有用性を
更に示すことができた。 
 ところが頑強性の確認のため逓増型の費
用関数ではなく限界費用一定のケースで確
認すると、結果が全く逆になり、競争度が上
がるほど最適民営化の程度は増加した。 
この結果も驚くべきもので、従来の混合寡
占市場(公企業と民間企業が競争する寡占市
場)の研究に大きなインパクトを与えるもの
である。なぜなら、従来この分野で当たり前
のように使われていた逓増型の限界費用を
前提として導かれた様々な結果は頑健では
ない可能性を示しているからである。この結
果は、従来のこの分野の研究の再検討を迫る
ものとなった。 
  
 （４）に関しては、標準的な円環都市市場
モデルを用いて、２企業が複数店舗を立地す
る均衡が存在するのかを分析した。その結果、
競争度を表すパラメータの値が一定以上に
なると、２企業がそれぞれ多店舗展開する状
況が均衡として現れることを明らかにした。
つまり、このアプローチが多店舗展開パラド
ックスを解決できることを明らかにした。 
 更に、各企業が自社の店舗の隣に更に自社
の店舗を設ける集中出店タイプの戦略も、ラ
イバルの店舗の間に自社の店舗を立地させ
るタイプの戦略も、ともに均衡戦略となる
(つまり複数の均衡が存在する)パラメータ
の範囲があることも明らかにした。 
 
これらの結果に加えて、投資競争、立地競
争、参入退出、混合寡占などの問題に関する
基礎的な研究を並行して進め、多くの研究成
果をあげた。 
価格競争か数量競争かでは、他の条件を一
定にしても競争度が大きく変わり、一般には
(利潤最大化企業を前提とすると)、価格競争
下での競争がより激しくなることが知られ
ている。また企業が価格競争か数量競争かを
選択できる場合には、企業は数量競争を選択
することも知られている。しかしこの結果は

混合寡占市場では正しくないこと、均衡では
価格競争が選ばれること等を明らかにした。 
また同じく混合寡占市場では（３）で議論
した最適民営化政策は、生産補助金などが使
える場合には議論する意味がなく、民営化は
経済厚生に影響を与えないことが知られて
いた(民営化中立定理)。しかしこの定理は国
際競争があったり、税の超過負担があったり、
参入退出が自由であったりする市場では成
立しないことを明らかにし、（３）で議論し
た問題が依然として重要であることを明ら
かにした。 
しかし一方で単純な生産補助金政策では
なく、より洗練された政策を用いれば、民営
化中立定理が自由参入市場でも成り立つこ
とも明らかにした。 
混合寡占に関しては、逓増的な費用関数の
下で、同質財市場で価格競争をする場合均衡
の非決定性の問題が発生し、大きな経済厚生
上の損失が生まれうることが知られていた。
しかし、公企業だけに供給義務規制を課すこ
とにより効率的な資源配分がもたらされる、
つまり均衡が一つとなりその均衡が最善解
となることを明らかにした。 
また公企業を民営化した際誰が買うのか
と言う問題に取り組み、外国人株主の割合と
最適民営化政策の関係を明らかにし、外国人
持ち株比率が高いほど最適民営化率が上が
ることを明らかにした。 
更に、近年注目を集める空港の民営化に関
する研究も行い、一国の民営化政策が他国の
最適政策に大きな影響を与えることを明ら
かにした。 
 
市場の競争度を考えるに際しては自由参
入の問題も重要で、この分野でも基礎的な研
究成果を数多く上げた。例えば、企業数が一
定である非自由参入市場では、企業に市場を
先導するリーダーが現れると市場集中度が
高まるが経済厚生は改善することが知られ
ていた。しかしこの結果は頑強ではなく、リ
ーダーの存在により市場集中度が高まり経
済厚生が悪化することがあり得ることを明
らかにした。一方自由参入市場では、リーダ
ーの存在が必ず市場集中度をあげ、経済厚生
を改善することを明らかにした。 
この問題の分析過程で、リーダーがいるケ
ースでの自由参入市場の定式化に２つの異
なる方法があることを明らかにし、それぞれ
の性質も明らかにした。 
 
カルテルと立地競争に関連し、従来の研究
では将来のカルテル形成を睨むと、企業は都
市の中心に集中立地する（製品差別化の文脈
では企業が同質的な財を生産する）ことが知
られていた。この研究で、その結果が企業の
対称性の仮定(費用に格差がないとの仮定)
に依存しており、少しでも費用格差があれば、
中央集積は均衡では起こらないことを明ら
かにした。 



更に企業立地と研究開発競争に関して、い
くつかの研究成果を挙げた。小企業が大企業
よりも大きな投資をする可能性があること
を、立地モデルを用いて明らかにした。また
ライセンス契約が企業立地を歪めるという
従来の結果に関して、理論的な一貫性に問題
があること、この問題を取り除けばそのよう
な結果が得られることはないこと等を明ら
かにした。 
立地競争に関しては、企業の立地規制が企
業の投資行動や経営者の報酬体系に大きな
影響を与え、結果的に経済厚生や消費者余剰
に大きな影響を与えることを明らかにする
研究成果も発表した。 
 
企業数を競争度に用いる研究に関しては、
企業数が増えるとむしろ特定の私企業の利
潤が増えてしまうという、市場の競争度と企
業数の間の関係に疑問を投げかけ、その裏面
として相対利潤最大アプローチの優位性を
示す結果も複数のモデルで導出した。 
具体的には研究開発投資競争の文脈で、弱
小企業の企業数が増えると強い企業の戦略
的な優位性が高まり、結果的に強い企業の利
潤はライバル企業数が増えると増加してし
まうことがあることを明らかにした。また混
合寡占の文脈で、企業が広告競争をしている
とき、私企業数の増加が各私企業の利潤を増
やすことを明らかにした。 
 
必ずしも利潤最大化をしない企業観を前
提とした本研究の自然な拡張として、企業が
社会的貢献なども意識する問題にも取り組
んだ。その最初の成果として、目的関数が均
衡競争構造に与える影響は、企業の目的関数
の利潤最大化からの乖離の程度ではなく乖
離の程度の非対称性が重要な役割を果たす、
つまり２企業が同様に利潤最大化行動から
乖離しているケースでは、２企業が利潤最大
化しているときと同様の均衡競争構造にな
るが、一方のみが乖離している場合では均衡
競争増が大きく変わることを、内生的タイミ
ングゲームの枠組みを使って明らかにした。 
またここで考えたタイミングゲームに関
する基礎的な研究も進め、価格競争における
タイミングゲームに関して、高費用企業がリ
ーダーとなる可能性を明らかにする論文を
発表した。 
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